
（平成２４年６月２７日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認栃木地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 1 件

厚生年金関係 1 件



                      

  

栃木厚生年金 事案 1862 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①に係る標準報酬月額の記録については、申立期間①の

うち、平成４年５月は 36万円、同年８月から同年 10月までの期間は 38万円

同年 11月は 41万円、同年 12月は 38万円、５年１月及び６年１月は 41万円

同年２月は 36 万円、同年３月、同年５月及び同年 10 月は 34 万円、同年 11

月から７年２月までの期間は 36 万円、同年３月及び同年８月は 34 万円、同

年９月及び同年 10 月は 36 万円、同年 11 月から８年２月までの期間は 34 万

円、同年３月は 36万円、同年 10月、同年 11月及び９年１月から同年９月ま

での期間は 34 万円、13 年１月、同年５月及び 14 年１月は 38 万円、同年６

月は 36 万円、16 年４月及び同年７月は 32 万円、17 年８月は 34 万円に訂正

することが必要である。 

   なお、事業主は申立人に係る当該期間における上記訂正後の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②について、その主張する標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められるこ

とから、申立てに係る標準賞与額の記録を 35 万円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主が、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

、

、

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

    

    

    

             

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成４年１月１日から 20年 10月１日まで 

② 平成 17年８月 12日  

    ねんきん定期便が届き、Ａ社に勤務していた期間の年金記録を確認した

ところ、申立期間①については、記録されている標準報酬月額に見合った

保険料よりも高い金額が控除されていることが給与支給明細書で確認でき

るので調査してほしい。また、申立期間②については、賞与に係る年金記

録が無いが、賞与明細書で厚生年金保険料が控除されていることが確認で

きるので記録を訂正してほしい。 



                      

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、当該期間の標準報酬月額の相違について

申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決

定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉

控除したと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標

準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い

方の額を認定し、記録訂正の要否を判断することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人から提出された当

該期間の給与支給明細書等において確認できる厚生年金保険料控除額及び報

酬月額から、申立期間①のうち、平成４年５月は 36 万円、同年８月から同年

10 月までの期間は 38 万円、同年 11 月は 41 万円、同年 12 月は 38 万円、５

年１月及び６年１月は 41 万円、同年２月は 36 万円、同年３月、同年５月及

び同年 10 月は 34 万円、同年 11 月から７年２月までの期間は 36 万円、同年

３月及び同年８月は 34 万円、同年９月及び同年 10 月は 36 万円、同年 11 月

から８年２月までの期間は 34 万円、同年３月は 36 万円、同年 10 月、同年

11 月及び９年１月から同年９月までの期間は 34 万円、13 年１月、同年５月

及び 14 年１月は 38 万円、同年６月は 36 万円、16 年４月及び同年７月は 32

万円、17年８月は 34万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間①のうち、上記訂正後の標準報酬月額に係る当該

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、給与明細書等により確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と

オンライン記録の標準報酬月額が申立期間①について、長期間にわたり一致

していないことから、事業主は、給与支給明細書等により確認できる保険料

控除額に見合う標準報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出ておらず、

その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

一方、申立期間①のうち、平成５年３月から同年 12 月までの期間について

は、申立人は当該期間に係る給与支給明細書等を所持しておらず、報酬月額

を確認することができない。 

また、申立人が給与支給明細書等を所持している平成４年１月から同年４

月までの期間、同年６月及び同年７月、５年２月、６年４月、同年６月から

同年９月までの期間、７年４月から同年７月までの期間、８年４月から同年

９月までの期間、同年 12 月、９年 10 月から 12 年 12 月までの期間、13 年２

月から同年４月までの期間、同年６月から同年 12 月までの期間、14 年２月

から同年５月までの期間、同年７月から 16 年３月までの期間、同年５月及び

同年６月、同年８月から 17 年７月までの期間、同年９月から 20 年９月まで



                      

  

の期間については、給与支給明細書等において確認できる厚生年金保険料控

除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額が、オンライン記録の標準報酬月額

と一致又は低いことが確認できることから、特例法による保険給付の対象に

当たらないため、あっせんは行わない。  

申立期間②について、申立人から提出された当該期間の賞与明細書におい

て確認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、申立人は、当該期間に

ついて 35 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められる。  

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は、預金口座から振替納付したと主張しているが、事業主よ

り提出された預金通帳（写し）から、平成 17 年８月１日に振替納付された同

年６月分の保険料は 149万 6,989円、同年９月 30日に振替納付された同年８

月分の保険料は 186 万 1,323 円と記載されているところ、当該納付額は同年

６月及び同年８月当時、Ａ社において被保険者となっていた人数の標準報酬

月額から算出した健康保険料、厚生年金保険料及び児童手当拠出金の合計額

と一致するものであり、申立人の標準賞与額に係る保険料を含めた金額であ

ることは確認できず、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから

行ったとは認められない。 

、



                      

  

栃木厚生年金 事案 1863 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の標準報酬月額に

係る記録を 36万円に訂正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年８月１日から 11年４月１日まで 

  年金事務所より標準報酬月額についての確認の連絡があり、Ａ社を退職

する直前の標準報酬月額が下がっていることに気づいた。申立期間を正し

い標準報酬月額に訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、オンライン記録によると、申立人のＡ社に係る標準報

酬月額は、当初、36 万円と記録されていたが、当該事業所が厚生年金保険の

適用事業所ではなくなった平成 11 年４月１日以降の 12 年９月５日付けで 11

万円に遡及して訂正されていることが確認できる上、当該事業所が適用事業

所ではなくなった際の被保険者 87 名のうち、申立人を除く 75 名の標準報酬

月額についても、申立人と同様の遡及訂正処理が行われていることが確認で

きる。 

また、当該事業所の総務担当の取締役は「保険料の滞納があった。」とし

た上で、「私が社会保険事務所（当時）で、何らかの書類に署名した。」と

証言している。 

さらに、商業登記簿謄本によると、申立人は、当該事業所において役員で

なかったことが確認できる上、元同僚及び総務担当取締役は、「申立人は標

準報酬月額について自ら決定できる立場ではなかった。」と証言している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所が当該遡及訂正処理を行う

合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の当

該期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出たとお

り、36万円とすることが必要である。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 1864 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生

住    所 ：  

    

     

    

 

   ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年３月 10日から 33年 12月 31日まで 

  Ａ社に勤務し厚生年金保険に加入していた期間は、脱退手当金が支給さ

れた記録となっているが、受け取った記憶が無く、同時期に勤務していた

元同僚は、同社における厚生年金保険の加入期間分は老齢厚生年金として

受給していることから、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、当該期間に係る厚生年金保険の被保険者資格喪

失日（昭和 33年 12 月 31日）から約２か月後の昭和 34年３月 12日に支給決

定されており、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然

さはうかがえない。 

また、申立人は、「同時期にＡ社に勤務していた元同僚は、同社における

厚生年金保険の加入期間分を老齢厚生年金として受給している。」としてい

るところ、オンライン記録により、当該同僚については、同社に係る厚生年

金保険の被保険者期間が脱退手当金の受給要件を満たしていなかったことが

確認できる。 

さらに、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立

人の資格喪失日である昭和 33 年 12月 31 日の前後約３年以内に資格喪失し、

かつ、脱退手当金の受給要件を満たす女性は申立人を除き二人おり、そのい

ずれについても脱退手当金の支給記録が確認できる上、申立人から聴取して

も受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうか

がわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人

は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできな

い。 




